
第23期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、計算書類の「株主資本
等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.betrend.com/ir/）に掲
載することにより株主の皆様に提供しております。

株　主　各　位

第23期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

株主資本等変動計算書
及び個別注記表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

ビートレンド株式会社



（ 2021年 １月 １日から
2021年12月31日まで ）

株 主 資 本

純 資 産 合 計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資本準備金 資 本 剰 余 金

合 計

その他利益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 276,568 206,568 206,568 69,065 69,065 552,201 552,201

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 31,684 31,684 31,684 63,369 63,369
新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

3,552 3,552 3,552 7,105 7,105

当 期 純 利 益 60,283 60,283 60,283 60,283

当期変動額合計 35,237 35,237 35,237 60,283 60,283 130,758 130,758

当 期 末 残 高 311,805 241,805 241,805 129,349 129,349 682,960 682,960

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
　たな卸資産
・仕掛品 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性低下による簿価切り下げの

方法により算定)
⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６～15年
工具、器具及び備品 ３～10年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用期間
（５年以内）に基づいております。

⑶　繰延資産の処理方法
株式交付費 支払時に全額費用として処理しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

⑸　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

⑹　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（単位：千円）

当事業年度

ソフトウエア 84,078

ソフトウエア仮勘定 12,112

２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事業年
度から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
自社利用のソフトウエアの資産性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容について、計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
当社は、自社開発のソフトウエアについて、開発戦略会議の承認の際に将来の収益獲得見込額又は費
用削減効果が確実であると判断したものを無形固定資産に計上しております。

②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来の収益獲得見込額を判断するにあたり用いた主要な仮定は、新規のスマートCRMの販売見込金

額であり、過去の販売実績および新型コロナウイルス感染症等の経営環境の変化等を考慮して算定して
おります。また、将来の費用削減効果は、外部調達プログラムから新たに開発した新プラットフォーム
への移行に伴う将来の費用削減額を見積もることにより効果を判定しております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の収益獲得見込額の主要な仮定である販売見込金額は、市場環境の変化に影響を受けること、ま

た、将来の費用削減効果は、外部調達プログラムからの新プラットフォームへの移行を伴うため、見積
りの不確実性が高く、将来の事業環境の変化によりスマートCRM事業の販売拡大が進まない、また
は、移行が進まない等、当初想定した収益獲得見込額及び費用削減効果が得られない場合、翌事業年度
の固定資産の減損判定に重要な影響を与えるリスクがあります。
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４．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症について、今後の広がり方や収束時期を予測することは困難ですが、当事業年

度における当社の事業活動へ与える影響は限定的であります。
したがって、当事業年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響は軽微であると仮定して会計上の

見積りを行っております。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化・深刻化し、当社の事業活動に支障が生じる場

合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 13,804千円
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株式の種類 当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普 通 株 式 1,028,800 44,900 － 1,073,700

目的となる株式の種類 目的となる株式の数（株）

第７回新株予約権 普 通 株 式 1,000

第８回新株予約権 普 通 株 式 3,400

第９回新株予約権 普 通 株 式 500

第10回新株予約権 普 通 株 式 3,800

第11回新株予約権 普 通 株 式 7,500

第12回新株予約権 普 通 株 式 25,200

第13回新株予約権 普 通 株 式 1,300

第14回新株予約権 普 通 株 式 3,900

６．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（注）発行済株式数の増加は、オーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当増資による増加
24,600株、新株予約権の行使による増加20,300株です。

⑵　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については主に流動性の高い預金等に限定し、資金調達については銀行を中心とした
借入による方針であります。
②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。敷金及び保証金は、主に
本社オフィスの賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されております。営業債務である
買掛金、未払金は、３ヶ月以内の支払期日となっております。また、これらは流動性リスクに晒されてお
ります。
　借入金は、運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、そのうち変動金利の借入金は、変動金利
リスクに晒されております。
③　金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、経理規程及び与信管理規程に従い営業債権について管理本部が取引相手ごとに期日及び残
高を管理するとともに、入金状況を各営業部門に随時連絡しております。これにより財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ロ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リス
クを管理しております。
ハ. 金利変動リスクの管理
　当社は、金利変動リスクを軽減するため、管理本部による市場動向等のモニタリングを行っており
ます。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 434,731千円 434,731千円 －千円

⑵ 受 取 手 形 1,835 1,835 －

⑶ 売 掛 金 129,463 129,463 －

資産計 566,031 566,031 －

⑴ 買 掛 金 48,716 48,716 －

⑵ 未 払 金 21,840 21,840 －

⑶ 未 払 法 人 税 等 15,996 15,996 －

⑷ 長期借入金（1年内返済予
定 を 含 む ） 9,452 9,450 △1

負債計 96,006 96,004 △1

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
負　債
（１）買掛金、（２）未払金、（３）未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
（４）長期借入金（1年内返済予定を含む）
固定金利による長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映し、ま
た、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えら
れ、当該帳簿価額によっております。
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（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

敷金及び保証金 18,255

繰延税金資産
減価償却超過額 17,404千円
資産除去債務 7,320
未払事業税 1,629
その他 468
繰延税金資産合計 26,822
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △6,937
繰延税金負債合計 △6,937
繰延税金資産の純額 19,884

⑴　１株当たりの純資産額 636円08銭
⑵　１株当たりの当期純利益 56円79銭

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

敷金及び保証金については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで
きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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